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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第６期

第１四半期
連結累計期間

第７期
第１四半期
連結累計期間

第６期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 51,686 46,686 269,537

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △208 △1,538 6,735

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) △272 △1,336 3,631

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 732 △1,318 2,905

純資産額 (百万円) 125,581 124,664 126,599

総資産額 (百万円) 178,745 197,359 194,978

１株当たり
四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) △3.35 △16.43 44.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 68.5 61.0 63.1
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループにおいて営まれている事業の内容について、重要な変更はあり

ません。

また、関係会社の異動は以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間において、Mirait Singapore Pte.Ltd.に対し増資を行ったことにより重要性が増したた

め、連結の範囲に含めております。また、Mirait Singapore Pte.Ltd.がLantrovision(S)Ltdの発行済株式の全部を取

得したことに伴い、Lantrovision(S)Ltd及びLantrovision(S)Ltdの連結子会社13社（Lantro(S)Pte Ltd他12社）を連

結の範囲に含め、Lantrovision(S)Ltdの持分法適用関連会社６社（Altro Solutions Pte Ltd他５社）を持分法適用の

範囲に含めております。さらに、株式会社ミライトが株式会社トラストシステムの発行済株式の全部を取得したこと

に伴い、連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済については、企業収益や雇用環境の改善により緩やかな回復基調

が継続いたしました。しかしながら英国のEU離脱決定による世界経済への影響や円高の進行など、今後懸念される

要素もあります。

このような状況のもと、当社グループは中長期的な視点に立った取り組みを強化し、「総合エンジニアリング＆

サービス会社」として事業ポートフォリオの構造転換と経営基盤の強化を推進しております。

当第１四半期につきましては、都市部の鉄道等における不感地対策工事、全国規模での空調設備工事、700MHzTV

障害受信対策工事の受注拡大に加え、㈱トラストシステムの連結子会社化（平成28年４月１日株式取得）によるソ

フトウェア事業の拡大など事業開拓を図りました。また、アジア・パシフィック地域におけるグローバルな事業領

域の拡大にも取り組み、Lantrovision(S)Ltd（平成28年６月15日株式取得）を連結子会社化いたしました。

しかしながら当第１四半期の連結業績につきましては、昨年度からの繰越工事の減少等によりモバイル関連事業

や環境・社会イノベーション事業を中心に売上・利益が減少したことから、受注高は652億８千４百万円（前年同四

半期比6.9％増）、売上高は466億８千６百万円（前年同四半期比9.7％減）、営業損失は15億４千１百万円（前年同

四半期は営業損失５億５千９百万円）、経常損失は15億３千８百万円（前年同四半期は経常損失２億８百万円）、

親会社株主に帰属する四半期純損失は13億３千６百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失２億

７千２百万円）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、完成工事未収入金等の売掛債権が減少したものの、手元流動資金や未

成工事支出金の増加、及び連結子会社取得に伴いのれんを計上したことにより、前連結会計年度末と比べて23億８

千万円増加し1,973億５千９百万円となりました。

負債は、工事未払金や未払法人税等、工事損失引当金が減少したものの、未成工事受入金の増加、及び短期借入

の実行により前連結会計年度末に比べ43億１千６百万円増加し726億９千５百万円となりました。

純資産は、当第１四半期連結会計期間において配当金の支払いがあったこと及び親会社株主に帰属する四半期純

損失の計上等により、前連結会計年度末に比べ19億３千５百万円減少し1,246億６千４百万円となりました。

この結果、自己資本比率は61.0％（前連結会計年度末は63.1％）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
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(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は５千９百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 従業員数

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数は連結子会社の増加により、1,154名増加しており

ます。

なお、従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む就業人員数であります。

 

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい増減はありません。

 

(7) 主要な設備

新設について、当第１四半期連結累計期間に著しい変動があった設備は、以下の通りであります。

 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容 完了年月

㈱ミライト・
テクノロジーズ

名古屋支店
（愛知県名古屋市）

ミライト・
テクノロジーズ

土地、建物 平成28年６月
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 330,000,000

計 330,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 85,381,866 85,381,866
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株です。

計 85,381,866 85,381,866 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

― 85,381,866 ― 7,000 ― 2,000
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成28年３月31日現在の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   平成28年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式

4,050,600
― ―

（相互保有株式）
普通株式

1,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

81,078,800
810,788 ―

単元未満株式
普通株式

251,466
― ―

発行済株式総数 85,381,866 ― ―

総株主の議決権 ― 810,788 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権9個）含ま

れております。

 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式96株、相互保有株式73株及び証券保管振替機構名

義の株式75株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

株式会社ミライト・ホー
ルディングス

江東区豊洲５丁目６番36
号

4,050,600 ― 4,050,600 4.74

（相互保有株式）      

株式会社ミライト
江東区豊洲５丁目６番36
号

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 4,051,600 ― 4,051,600 4.75
 

(注) １　上記のほか株主名簿上は株式会社ミライト・テクノロジーズの名義となっておりますが、実質的に同社が所

有していない株式が1,540株（議決権15個）あります。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全

議決権株式（その他）」欄に1,500株、「単元未満株式」欄に40株を含めております。

２　当社は、株式会社ミライトの所有する株式（1,073株）について、平成28年６月24日開催の同社定時株主総

会決議による剰余金の配当（現物配当）として取得しております。

３　当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は4,051,982株であります。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 30,284 48,731

  受取手形・完成工事未収入金等 82,158 47,533

  未成工事支出金等 17,281 24,101

  繰延税金資産 3,451 4,514

  その他 3,980 5,842

  貸倒引当金 △43 △37

  流動資産合計 137,112 130,686

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 10,880 10,889

   土地 18,397 18,551

   建設仮勘定 322 2,474

   その他（純額） 2,130 2,528

   有形固定資産合計 31,730 34,444

  無形固定資産   

   のれん 159 5,617

   ソフトウエア 1,841 1,720

   その他 96 110

   無形固定資産合計 2,097 7,448

  投資その他の資産   

   投資有価証券 19,927 20,327

   長期貸付金 8 9

   退職給付に係る資産 984 987

   繰延税金資産 785 762

   敷金及び保証金 1,139 1,220

   その他 1,304 1,587

   貸倒引当金 △113 △113

   投資その他の資産合計 24,036 24,780

  固定資産合計 57,865 66,673

 資産合計 194,978 197,359
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 38,670 28,452

  短期借入金 － 14,167

  1年内返済予定の長期借入金 20 438

  未払法人税等 1,028 412

  未成工事受入金 2,225 5,113

  工事損失引当金 3,330 486

  賞与引当金 4,164 2,640

  役員賞与引当金 71 46

  完成工事補償引当金 11 15

  その他 5,987 8,035

  流動負債合計 55,511 59,810

 固定負債   

  長期借入金 15 220

  繰延税金負債 2,810 2,840

  再評価に係る繰延税金負債 41 41

  役員退職慰労引当金 59 56

  退職給付に係る負債 8,508 8,655

  資産除去債務 78 78

  長期未払金 939 520

  その他 413 470

  固定負債合計 12,866 12,884

 負債合計 68,378 72,695

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,000 7,000

  資本剰余金 25,936 25,936

  利益剰余金 88,691 86,128

  自己株式 △2,630 △2,630

  株主資本合計 118,997 116,434

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,786 3,736

  繰延ヘッジ損益 65 －

  土地再評価差額金 △98 △98

  為替換算調整勘定 3 201

  退職給付に係る調整累計額 195 184

  その他の包括利益累計額合計 3,952 4,023

 非支配株主持分 3,649 4,206

 純資産合計 126,599 124,664

負債純資産合計 194,978 197,359
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

完成工事高 51,686 46,686

完成工事原価 47,208 42,867

完成工事総利益 4,478 3,819

販売費及び一般管理費 5,038 5,360

営業損失（△） △559 △1,541

営業外収益   

 受取利息 10 6

 受取配当金 203 235

 保険解約返戻金 48 5

 持分法による投資利益 43 11

 その他 67 41

 営業外収益合計 374 300

営業外費用   

 支払利息 6 8

 為替差損 － 271

 その他 16 17

 営業外費用合計 23 297

経常損失（△） △208 △1,538

特別利益   

 投資有価証券売却益 7 －

 その他 1 0

 特別利益合計 9 0

特別損失   

 固定資産除却損 0 5

 投資有価証券評価損 － 31

 ゴルフ会員権評価損 7 －

 事務所移転費用 － 43

 その他 4 19

 特別損失合計 12 100

税金等調整前四半期純損失（△） △211 △1,637

法人税等 40 △250

四半期純損失（△） △251 △1,387

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △272 △1,336

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

20 △50
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           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,051 △50

 繰延ヘッジ損益 － △65

 為替換算調整勘定 △15 206

 退職給付に係る調整額 △27 △10

 持分法適用会社に対する持分相当額 △24 △10

 その他の包括利益合計 984 68

四半期包括利益 732 △1,318

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 715 △1,265

 非支配株主に係る四半期包括利益 16 △52
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

(連結の範囲の変更)

当第１四半期連結会計期間において、Mirait Singapore Pte.Ltd.に対し増資を行ったことにより重要性が増し

たため、連結の範囲に含めております。また、Mirait Singapore Pte.Ltd.がLantrovision(S)Ltdの発行済株式

の全部を取得したことに伴い、Lantrovision(S)Ltd及びLantrovision(S)Ltdの連結子会社13社（Lantro(S)Pte

Ltd他12社）を連結の範囲に含めております。さらに、株式会社ミライトが株式会社トラストシステムの発行済

株式の全部を取得したことに伴い、連結の範囲に含めております。

 
(持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結会計期間において、Mirait Singapore Pte.Ltd.がLantrovision(S)Ltdの発行済株式の全部を

取得したことに伴い、Lantrovision(S)Ltdの持分法適用関連会社６社（Altro Solutions Pte Ltd他５社）を持

分法適用の範囲に含めております。
 

 

 
(会計方針の変更等)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

会計方針の変更

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しておりま

す。

この変更に伴う当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響

額は軽微であります。
 

　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

税金費用の計算 税金費用の算定については、当第１四半期連結会計期間を含む当連結会計

年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用

しております。

　また、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を用いた計算をしております。
 

　

 
(追加情報)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　　偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金と従業員の住宅ローンに対して、次のとおり債務保証を行っ

ております。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
 

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

佐野ケーブルテレビ(株) 25百万円  佐野ケーブルテレビ(株) 22百万円

MIRAIT PHILIPPINES
INC.

98  
MIRAIT PHILIPPINES
INC.

45 

（外貨額　40百万フィリピンペソ）  （外貨額　20百万フィリピンペソ）

MIRAIT Information
Systems Myanmar Co.,Ltd.

672  
MIRAIT Information
Systems Myanmar Co.,Ltd.

617 

（外貨額　４百万USドル・
1,300百万ミャンマーチャット）

 
（外貨額　４百万USドル・

1,300百万ミャンマーチャット）

    
MIRAIT Technologies
Myanmar Co., Ltd

205  

  （外貨額　２百万USドル）

従業員 161  従業員 143 

計 958  計 1,034 
 

　

 
(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

　　売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）及び当第１四半期連結累計期

間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期

連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比

べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

　

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 558百万円 574百万円

のれんの償却額 48 81 
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,220 15.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,219 15.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益及び
包括利益計
算書計上額
(注)３

ミライト
ミライト・

テクノロジーズ
計

売上高        

  外部顧客への売上高 32,062 19,623 51,686 0 51,686 － 51,686

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

631 1,116 1,747 3,076 4,824 △4,824 －

計 32,693 20,740 53,433 3,077 56,511 △4,824 51,686

セグメント利益
又は損失（△）

△789 190 △598 2,663 2,064 △2,624 △559
 

(注) １．「その他」の区分は事業セグメントに帰属しない当社（純粋持株会社）であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,624百万円には、配当金の調整額△2,676百万円、退職給付の調

整額54百万円、のれんの調整額２百万円等が含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っておりま

す。

　

 
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益及び
包括利益計
算書計上額
(注)３

ミライト
ミライト・

テクノロジーズ
計

売上高        

  外部顧客への売上高 28,493 18,192 46,685 0 46,686 － 46,686

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

232 1,179 1,411 2,977 4,389 △4,389 －

計 28,725 19,372 48,097 2,977 51,075 △4,389 46,686

セグメント利益
又は損失（△）

△1,379 △115 △1,494 2,442 948 △2,489 △1,541
 

(注) １．「その他」の区分は事業セグメントに帰属しない当社（純粋持株会社）であります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,489百万円には、配当金の調整額△2,562百万円、退職給付の調

整額75百万円等が含まれております。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っておりま

す。
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(企業結合等関係)

　１.取得による企業結合

(Lantrovision(S)Ltdの株式取得)

(1)企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　Lantrovision(S)Ltd

事業の内容　　　　　LAN配線等の設計・施工・保守・コンサルティング及び機器販売

②企業結合を行った主な理由

グローバルな事業展開力の強化と企業価値の向上を目的としております。

③企業結合日

平成28年６月15日（株式取得日）

平成28年６月30日（みなし取得日）

④企業結合の法的形式

株式取得

⑤結合後企業の名称

名称に変更はありません。

⑥取得した議決権比率

100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の子会社であるMirait Singapore Pte.Ltdが現金を対価として株式を取得したためであります。

(2)四半期連結累計期間に係る四半期連結損益及び包括利益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成28年６月30日をみなし取得日としているため、貸借対照表のみを連結しており、当第１四半期連結累計期

間に係る四半期連結損益及び包括利益計算書に被取得企業の業績は含まれておりません。

(3)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　取得の対価　　　現金 14,471百万円

　取得原価 14,471百万円
 

(4)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

4,608百万円

なお、のれんの金額は、当第１四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫

定的に算定された金額であります。

②発生原因

主としてグローバルな事業展開力の強化によって期待される超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

効果の発現する期間にわたって均等償却いたします。なお、償却期間については取得原価の配分の結果を

踏まえて決定する予定であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ミライト・ホールディングス(E24558)

四半期報告書

16/21



 

(株式会社トラストシステムの株式取得)

(1)企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社トラストシステム

事業の内容　　　　　ソフトウェアの開発請負、システム運用管理

②企業結合を行った主な理由

ソフトウェア事業の拡大と強化、さらにはプラットフォーム型ビジネスの展開を目的としております。

③企業結合日

平成28年４月１日

④企業結合の法的形式

株式取得

⑤結合後企業の名称

名称に変更はありません。

⑥取得した議決権比率

100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の子会社である株式会社ミライトが現金を対価として株式を取得したためであります。

(2)四半期連結累計期間に係る四半期連結損益及び包括利益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成28年４月１日から平成28年６月30日まで

(3)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　取得の対価　　　現金 1,303百万円

　取得原価 1,303百万円
 

(4)発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

929百万円

②発生原因

主としてソフトウェア事業の拡大と強化によって期待される超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △3円35銭 △16円43銭

    (算定上の基礎)   

　　親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
　　(百万円)

△272 △1,336

   普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純損失金額（△）(百万円)

△272 △1,336

    普通株式の期中平均株式数(株) 81,332,550 81,329,959
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

（自己株式の処分）

当社は、平成28年５月24日付で公表した、当社ならびに当社の子会社である株式会社ミライト、株式会社ミライ

ト・テクノロジーズの取締役および執行役員（社外取締役および非業務執行の取締役を除きます。）に対する業績

連動型株式報酬制度「株式給付信託」（以下「本制度」といいます。）の導入に伴い、平成28年７月26日開催の取

締役会において、下記のとおり、第三者割当による自己株式の処分（以下「本自己株式処分」といいます。）を行

うことについて決議いたしました。

 

１.処分要領

（１）処分期日 平成28年９月30日

（２）処分する株式の種類及び数 普通株式358,100株

（３）処分価額 １株につき金1,086円

（４）資金調達の額 388,896,600円

（５）処分方法 第三者割当の方法によります。

（６）処分先 資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）
 

 

２.本自己株式処分の概要

本自己株式処分は、本制度の運営にあたって、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）（本制度に関

してみずほ信託銀行株式会社と締結する信託契約に基づいて設定される信託）に対し、第三者割当により自己

株式を処分するものであります。
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（連結子会社と持分法適用関連会社の合併）

当社は、平成28年７月26日開催の取締役会において、当社の連結子会社である大明ビジネスメイト株式会社

（以下、「大明ビジネスメイト」）と当社の持分法適用関連会社である株式会社ホープネット（以下、「ホー

プネット」）を平成28年10月１日付で合併することについて決議いたしました。

 

１.合併の目的

当社グループ内の人材派遣会社である両社を統合することにより、事業基盤を強固なものとし、派遣事業の

競争力強化を図るとともに、グループの経営資源の最適化・効率化を図ることを目的としております。

 

２.合併の概要

ホープネットを存続会社とし、大明ビジネスメイトを消滅会社とする吸収合併を行います。

 

３.当事会社の概要（平成28年６月30日現在）

（1）商号 株式会社ホープネット 大明ビジネスメイト株式会社

（2）所在地 東京都千代田区 東京都江東区

（3）代表者の
　　 役職・氏名

代表取締役社長　白熊　英二 代表取締役社長　薄井　悦夫

（4）主要な
    事業内容

労働者派遣事業、電気通信工事業 労働者派遣事業

（5）資本金 45百万円 10百万円

（6）売上高 2,343百万円（平成27年12月期） 584百万円（平成28年３月期）

（7）設立年月日 平成18年２月 平成13年11月

（8）決算期 12月 ３月

（9）大株主
    及び持株比率

白熊　英二　　　　31.7％
株式会社ミライト　25.0％

株式会社ミライト　　90.0％
東邦建株式会社　　　10.0％

 

 

４.合併後の状況（平成28年10月１日予定）

（1）商号 株式会社ホープネット

（2）所在地 東京都千代田区

（3）代表者の
　　 役職・指名

代表取締役　白熊　英二

（4）主要な
    事業内容

労働者派遣事業、電気通信工事業

（5）資本金 55百万円

（6）決算期 ３月（変更予定）

（7）大株主
    及び持株比率

株式会社ミライト　46.3％
白熊　英二　　　　22.7％

 

本合併により、ホープネットは当社の連結子会社となる予定です。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
平成28年８月５日

株式会社ミライト・ホールディングス

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   永　　井　　　　　勝   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   金　　井　　沢　　治   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   春　　山　　直　　輝   印

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ミライ

ト・ホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28

年４月１日から平成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ミライト・ホールディングス及び連結子会社の平成28年

６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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